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「国際共生Jという言葉と密接な関係をもち、国内でははる

かに広く使われている言葉に 「多文化共生Jがある。その言

葉の意味することと、近年の実態について考えてみたいc

実は、多文化共生という言葉が使われ始めたのは、さほど

古い話ではないc日 本には、以前から「異文化間教育Jや
「異文化理解Jなどのように 「異文化Jという言葉が浸透して

いた反面、「多文化Jという言葉や概念はあまり広がらなかっ

た。なぜなら、 日本では伝統的に、そして今も、1)日 本は

ほとんどが日本人からなる単一文化の国であり、2)「 日本 (文

化)J⇔ 「海外 =異文化Jという図式でものごとを理解しようと

する考え方や姿勢が、社会にも研究者にも、また文剖∫科学省

などの行政機関にも深く浸透していたからである。

しかし近年、こうしたt)の の見方は、潟、たつの点から大きな

転換を迫られている。その第
‐は、 日本に1)日 本人ではない

さまざまな人が流入するようになってきたことである.1990年

代中頃から、ニューカマーと言われる人たちや外国人労働‐●
/

の急増が世間の関心を集めてきた。今 比紀に入ると、いわゆ

る国際結婚をする人たちが増力||し、大都市圏では、今や |

数組に一組はいわゆる工1際結婚世帯だと言われている。出生

率の低い日本人世帯に引き換え、その子どモぅたちが初等・中

等教育に入つてくる数は増えていくだろう。彼/彼 女たちの存

l‐ は、 日本社会を変えるボテンシャルをもつているc

第二には、 日本⇔異文化という捉え方 (こうした視点を二

項対立型視点と言う)が、 日態依然としているだけでなく非常

に問題を含んでいることに、気付かれ始めたことである。現代

は複数の、或いは人り混じつたアイデンティティをもち、その

狭間で生きることを求められたり、さらにはそうした多様性を有

効に駆使することが求められたりする時代である。例えば、「唯

一Jの硬いアイデンティティに支えられた自己の確立を国オ旨し

ていては対「部不能の時代を、私たちは生きていかねばならな

い。すわなち、程度の差こそあれ、世界中がすべからく多文

化な社会になりつつあるということなのだろう。

そうしたことを背景に、 日本でも神奈川県や兵庫県で 「多

民族、多文化共生Jが唱えられ始めたのを機に、行政や教
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育の場で 「多文化共生Jが広く云々されるようになってきた。

だがここで、「多文化Jに 「共生Jという規範性の強い言葉が

付け力えられた日本独特の表現になつていることには注意が

必要である。

「共生Jという言葉は美しい。しかしその内実については、

本研究所の過去の研究でも検討されてきたように、定まつた見

解がない.そうした中、本来ならばさまざまな文化が接触した

際に当然生じうる「摩擦」や 「葛藤Jを視野に入れず、言い

換えればそれらを覆い隠す言説として「多文化共生Jが用い

られているという批判が、マイノリティに属する人たちから出さ

れている。「行政や産業界は往々にして、多様性を実現する

ためではなく、多様性を含まざるを得ない社会を管理するため

に多文化主義や多文化共生を唱えてきたJ歴 史が、カナダ、

豪州、そして合衆国でも報告されていることを、私たちは忘れ

てはならない。「文化Jの 「共生Jといった言説はマジョリティ

側力も ,6せられるのであつて、忍耐を強いられてきたマイノリティ

からは出てこないとも言われているのである。

これらの主張には、領くべき大切な点が含まれている。しか

し筆者は、それでも「多文化共生Jを推進する意義は捨てき

れないのではないかと考えている。最後にその理由を述べて

おきたいc

先に挙げた先進諸国では、マイノリティとマジョリティのギャッ

プはいよいよ拡がり、双方の反発は深まるばかりである。なぜ

だろうか ?大きな理由のひとつに、マジョリティ側の人々は、

マイノリティの人たちに脅威や恐れを抱いている実態がある。

脅威や恐れによつて生み出される展開から、status quo(現 状)

の変革は生まれにくい。マイノリティ側も、批半Jや攻撃のみで

はない、新たなストラテジーを生み出す必要に迫られているの

である。

私たちは、ある意味で岐路に立たされた時代を生きている.

そこでは、マジョリティとマイノリティの双方が、既存の考えや

知見に勇気をもつて向き合い、再検討することが求められる.

そのような丁寧な検討こそが、迂遠なように見えて、閉塞感の

ある社会を動かしていく原動力になると考えるのである。


